
東大阪市まち・ひと・しごと創生総合戦略について（全体像）

総合戦略（平成27年度～平成31年度の５か年）

基本目標 具体的施策 推進する主な事業

・高付加価値化促進事業
・国内展示会等出展支援事業
・海外バイヤーとの商談会事業
・海外向けモノづくり企業PR冊子等の作成・配布
・就労支援ワンストップ窓口の設置
・学生と製造業の若手従業員との交流会
・学生向けモノづくり企業のPR冊子等の作成・配布
等

産業振興により雇用を提供する
モノづくり企業の支援

雇用政策の推進

平成２６年１１月に閣議決定されたまち・ひと・しごと創生法に基づき、人口減少対応と地域課題の解決に向けて、本市においてもまち・ひと・しごと創生総合戦略（以下、総
合戦略という）の策定に取り組み、平成２８年３月末に策定した。

・東大阪市観光振興計画」の策定

人口ビジョン（ 2060年を視野）

中長期展望
（2060年を視野）

284,022

資料２

・婚活イベント事業
・妊産婦健診の公費負担の拡充
・不妊症・不育症の啓発事業と相談体制の充実
・出産記念品事業
・リフレッシュ型一時預かり保育のお試し券プレゼント
事業
・三世代近居の住宅購入者への補助金支給 等

・まちづくり意見交換事業
・地域まちづくり活動助成事業、
・コンパクトシティ形成推進事業
・良好な市街地形成推進事業 等

人を呼び込む流れをつくる 新たな観光まちづくりの推進

時代に合った地域をつくる

結婚支援

出産支援若い世代の結婚・出産・子育
ての希望をかなえる

子育て支援

東大阪市版地域分権制度の
確立

都市型コンパクトシティの確立

・東大阪市観光振興計画」の策定
・東大阪版ＤＭＯを立ち上げ
・観光プロモーション事業
・名産品開発事業
・ラグビー場来訪者消費拡大システム構築
・公共サインの設置 等東大阪市においても、人口減少が本格

化してくることが予測されており、平成24
年の国立社会保障・人口問題研究所の
推計をもとに試算すると、平成22年の国
勢調査時点における509,534人から、平
成72年には約284,000人へと、半数近く減
少するシュミレーション結果が出ている。
中でも、若年層の人口が市全体の平均を
上回り大きく減少することで、更なる高齢
化が予想されている。
こうした本市の課題に対応していくた
め、本市の特色を活かして持続可能な発
展を見据えた総合戦略を策定し、着実に
実行していくことで、市民が希望あふれる
生活を営むことができるまちづくりに取り
組んでいく。


